
東京都後発医薬品安心使用促進協議会について 

１ 設置の背景 

資料３ 

 都民や医療機関の後発医薬品に対する不安や疑問を解消し、安心して使用できる環境を整備していくため、有識者、医療関係団体、
都民代表等からなる「後発医薬品安心使用促進協議会」を設置し、関係者が連携して、都の実情に応じた効果的な取組を検討実施でき
る体制を構築する。 

○ 国は骨太方針2015において数量シェア80％以上の目標を
設定 

 ・後発医薬品の使用促進が進んでいない都府県10か所程度
を重点地域として指定 

    （重点地域使用促進強化事業による財政支援の実施） 
 ・平成30年9月診療分から保険者別使用割合を公表 
 
○ 都内における後発医薬品使用割合は73.0％で全国で45位 
  （全国平均77.0％）【H30.12月現在】 
 
○ 後発医薬品の利用が進まない理由として、患者や医療関

係者が後発医薬品の効果や副作用に不安や疑問を感じて
いることなどが挙げられるため、安心して使用できる環境
整備が必要 

 

後発医薬品に関する現状 

 第三期東京都医療費適正化計画（H30（2018）年度～R5
（2023）年度））において、以下の取組を推進 
 
【品質確保】 
 医薬品の収去、溶出試験による検査等 
 
【環境整備】 
 後発医薬品比較サイト運営（東京都薬剤師会）  
 
【情報提供】 
 「ｔ-薬局いんふぉ」における薬局の後発医薬品備蓄数の公表 
  
【使用促進】 
 後発医薬品に切り替えた場合の自己負担差額通知や、後発医
薬品を希望する意思表示カードの送付などに取り組む区市町
村への財政支援 

都における取組 

２ 設置の趣旨 
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○ 第三期東京都医療費適正化計画期間中（～令和5年度）における取組課題について検討を行う。 

３ 検討の進め方（予定） 

４ 令和元年度の検討内容 

第1回（6月7日） 第2回（10月下旬） 第3回（1月中旬） 

○後発医薬品の現状について 
○関係者の取組紹介 
○実態調査について 

○実態調査結果（速報） 
○医療機関向け手引き（案）の検討 

○実態調査結果報告書（案） 
○医療機関向け手引き（案）の検討 

令和元年度 
（2019年度） 

令和2年度 
（2020年度） 

令和3年度 
（2021年度） 

令和4年度 
（2022年度） 

令和5年度 
（2023年度） 

令和6年度 
（2024年度） 

第三期東京都医療費適正化計画期間 

          年度ごとに進捗状況を把握・公表（必要に応じ施策の見直し） 

実態把握 
・課題抽出 

具体的方策（ロード
マップ）の検討 

ロードマップに基づいた取組展開 

第三期計画 
暫定評価 

第三期計画 
実績評価 
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